第10章 　シンガポール

シンガポールは本報告で取り上げる諸国の中で最も人口の少ない国である。経済規模の尺度としてよく用いられるGDPで見ても、シンガポールは東アジア諸国の中で最小である。物価水準の格差を考慮して国際比較を行う場合に望ましい尺度である国際ドル･ベースのGDPで見ると、シンガポールは1987～2001年で11ヵ国中最小である（表1.1）。経済規模や所得水準の比較に頻繁に用いられるが正確性では劣る尺度である名目米ドル・ベースで見た場合、シンガポールの経済規模はかなり大きくなり、1998～2000年にはマレーシア、フィリピン、ベトナムを上回っている。しかし、経済厚生の尺度として最もよく用いられる一人あたりGDPで見た場合、シンガポールはずっと豊かな国である。国際ドル･ベースでは1987～2001年において11ヵ国中三番目に大きく、名目米ドル・ベースでは1990年以降二番目に大きい。これらの指標はそれぞれ欠点を抱えているが、ここで重要なのは、どのような尺度で見てもシンガポール経済は通常考えられているよりも大きく、そしてはるかに豊かだという点である。

シンガポールが豊かな経済である理由の一つとして、同国が1982年以降ほとんどの年で7～13％という極めて高い経済成長率を記録するほど急速な成長を遂げたことが挙げられる（表10.1）。この期間に一人あたり実質GDPは2.5倍に増加し、生活水準が著しく上昇したことを示している。この点は出生時平均余命と中等教育就学率の上昇、そして乳児死亡者数と非識字率の顕著な低下からも明らかである。表10.1はシンガポールの2001年の成長率を-2.5％と見込んでいるが、これは1985年以降初めてのマイナス成長であり、アジア金融危機以降の景気後退としては1998年に次いで二度目である。-2.5％という2001年の成長見通しは表1.2の各予測値の平均に近いが、公式予測の-2.2％よりも低く（Singapore Ministry of Trade and Industry 2001; 2002）、また2001年第1～3四半期の対前年同期比成長率である-0.6％をも下回っている。これら予測値は第4四半期の大幅なマイナス成長を示唆している。2001年のGDP成長率は第1四半期の4.8％から第2四半期には-0.4％へ、さらに第3四半期には-5.5％へと低下し、公式予測によると第4四半期には-7.0％に低下する見通しである。

2001年のマイナス成長の主な理由の一つは製造業部門のより大幅なマイナス成長である。同部門の実質GDPに占めるシェアは2000年の26％から2001年第1～3四半期の24％へ低下した（表10.1）。全就業者数に占める製造業の就業者数のシェアも2000年の21％から2001年6月の19％へと低下した。製造業の中で最大の産業はエレクトロニクス産業であり、2000年時点で製造業のGDPの48％を占めている（Singapore Ministry of Trade and Industry 2000）。同産業は世界的なエレクトロニクス需要の動向に大きく左右され、2001年のマイナス成長は同産業関連の財貨輸出の減少（表10.2）、特に機械製品輸出の減少（表10.3）と密接に関連している。シンガポールは相対的に経済規模が小さく、中継貿易センターであることから、国際貿易への依存度が極めて高く、財貨･サービスの輸出、輸入共にGDPを大幅に上回っている（表10.1）。サービス貿易の規模もかなり大きいが、最大のシェアを占めるのは財貨貿易である（表10.2）。その上、1993～99年の財貨輸出総額の5分の2は機械製品輸出で占められており、同じ時期の再輸出のシェアをわずかに下回っているに過ぎない（表10.3）。ハイテク関連部門の事務用･電算機器とその他電気機器、次いで通信機器等が機械製品輸出の最大の構成品目である。ハイテク機器の部品の貿易がこれら品目の大部分を占めている。2000年には事務用･電算機器のシェアが低下し始め、次いでその他電気機器も2001年1～10月期に低下したが、同時期の機械製品輸出のシェアもわずか31％にまで低下した。

支出項目別GDPにおいて、2001年第1～3四半期に最も大幅に縮小した項目は在庫品増加であった（表10.1）。財貨・サービスの純輸出の対GDP比は実際には増加したが、その理由は輸入が輸出よりも急速に縮小したからであり、多額の輸出･輸入を行っていたエレクトロニクス産業の中間財に対する需要が減少したことを一部反映している。総固定資本形成の対GDP比（実質値）も2001年第1～3四半期に上昇した。しかし、この数字からは明らかにならないが、同年第3四半期には総固定資本形成が大幅に下落し、対前年同期比で-11％を記録した（Singapore Ministry of Trade and Industry 2001）。

2001年はかなり大幅なマイナス成長であったが、表1.2の予測の多くは、かなりのばらつきはあるものの、2002年のプラス成長への回復を見込んでいる。回復の度合いは海外のエレクトロニクス需要の回復に大きく依存しているが、第1章で述べたように、すでにそれを示す重要な兆候が見られる。また、シンガポール経済の基礎的条件は極めて良好である点も重要である。シンガポールがアジア金融危機から受けた影響は軽微であり、その後1999～2000年に力強い景気回復を見せた理由の一つもここにある。同様に、過去20年にわたってシンガポールの労働市場はかなりタイトであった。金融危機以降においても、失業率は1998年の4.6％を上回ることはなかった（表10.1）。加えて、景気後退にもかかわらず、2001年上半期に失業率は下落し続けたが、これには失業率が遅れを伴う指標であることも影響している。

シンガポールは事実上農業を持たない都市国家であるため、製造業とその他の産業（主にサービス業）が就業者数のほとんど全てを占めている。さらに、シンガポールは成熟した経済であるため、製造業の就業者数全体に占めるシェアが1990年代に緩やかな低下傾向を示している（表10.1）。従って、2001年における製造業の就業者数のシェア低下は長期的な低下傾向によるものなのか、上述した景気循環の下降局面に由来するものなのか、明らかではない。GDPに占める製造業のシェアも名目値･実質値共に1990年代に幾分低下しているが、就業者数のシェア低下ほど一貫していないし、大幅でもない。逆に、その他（農業と製造業以外）のシェアが上昇している。非製造業では、金融業のGDPに占めるシェアが2001年第1～3四半期で最大である。名目値で27％、実質値で23％であるが、この差は基準年である1990年以降、同産業で相対的に高いインフレが生じていたことを反映している。商業部門も重要であり、1999～2001年に名目値と実質値の両方で15～17％を占めている。

支出項目別GDPで最も顕著な特徴は、対外貿易への依存度が非常に高い点である。これは主に近隣諸国に対するシンガポールの中継貿易およびサービス・センターの役割を反映しているが、輸入と輸出の対GDP比（名目値）は1982年の195％、191％から2000年には161％、180％へとそれぞれ低下している（表10.1）。また、1980年代初めの相対的に大幅な貿易収支の赤字から、近年では多額の黒字へと転じている。金融危機後、財貨・サービス収支黒字の対GDP比は1997年の13％から1998年には20％へと上昇したが、その主な理由は輸入が特に急激に縮小したことにあり、1999～2000年も18～19％の水準を維持している。実質値で見た財貨・サービス収支黒字の対GDP比は概して小さく、より大きく変動している。その他の重要な構造的特質は、①GDPに占める民間最終消費支出のシェアが名目値、実質値共に小さく、低下傾向にあること、②総固定資本形成のシェアが相対的に大きいことである。この二点は同国の貯蓄率が非常に高いことを反映している。貯蓄率の高さを生み出している重要な要因の一つが中央厚生年金基金（CPF）である。CPFとは政府が保証する貯蓄・年金基金であり、大多数の労働者と事業者が労働所得の一定割合を積み立てることを義務づけられている。金融危機以前の事業者の拠出率は20％であったが、コスト削減政策として1999年1月に10％へと一時的に引き下げられた。しかし、1999～2000年に同国経済が好調であったことから、拠出率は2000年4月に2％ポイント、さらに2001年1月1日には4％ポイント引き上げられた。現在の拠出率は16％であるが（Singapore, Central Provident Fund 2001）、経済状況次第では、政府が2002年中に再び拠出率削減に動くことも考えられる。

シンガポールの金融・財政政策は非常に保守的である。それはインフレ率の相対的な低さからも明らかであり、1982年以降GDPデフレータの上昇率は6％を下回っている（表10.2）。金融危機後の1998～99年にGDPデフレータは幾分低下し、同国は緩やかなデフレを経験した。表10.2は、GDPデフレータで測った2001年のインフレ率を、表1.2のIDEの予測値と同じ0.4％と見込んでいる。2001年に消費者物価指数（CPI）はより上昇する見込みであり、同年1～10月期にすでに0.8％上昇している（表10.2）。表1.2に報告されている2001年のCPIインフレ率の予測値は幾分高く、1.0～1.5％である。輸出物価指数は2001年1～10月期に6.1％下落したが（表10.2）、これはシンガポール･ドル（Sドル）の減価とエレクトロニクス製品の世界的な価格下落を反映している。より長期で見ると、輸出価格指数は輸入価格指数よりも急速な低下傾向を示しているが、この交易条件の悪化は、相対的に急速な価格下落が見られるエレクトロニクス産業でシンガポールが比較優位にあることを一部反映している。

他の域内諸国と異なり、シンガポールの貸出金利は過去20年間かなり低い水準に止まっていた（表10.2）。しかし、域内諸国と同様に、シンガポールは資産市場のバブルを経験し、1990～93年に株価は2倍以上に膨れ上がった。金融危機の影響を受けて株価のバブルがはじけ、1997年に株価は31％低下し、翌98年にはさらに9％下落した。金融危機後、株価は1999年に78％上昇し、93年に記録した最高値を上回るに至った。しかし、2000年には投資家の弱気な姿勢を反映して株価が22％下落し、2001年にはさらに16％下落した。域内諸国とのもう一つの相違点は、1997年のSドルの減価が相対的に小さく、98～99年にはかなり安定していた点である。2000～2001年には、主に米ドルの強さを反映して、Sドルはさらに減価した。Sドルの減価が相対的に小幅に止まったことによって、一方でシンガポールの輸出競争力が特に韓国、タイ、マレーシアと比較して幾分低下したが、他方で非常に輸入依存度の高い同国にとってインフレ率をコントロールするのに役立った。

前述のように、近年シンガポールは財貨・サービス貿易で大幅な黒字を計上しているが、この点は国際収支統計からも確認できる（表10.2）。同国は所得収支においても近年黒字を計上しており、その結果、1994年以降経常収支の黒字が毎年対GDP比で14％を超えるほど増大している。金融危機後に輸入が急減したことから、経常収支黒字の対GDP比は1998年に25％に達し、1999～2000年も24％以上の水準を維持している。2001年第1～3四半期の動向に基づいて計算すると、同年の経常収支黒字の対GDP比は約26％の見込みである。これは表1.2の予測値の平均を上回っており、全ての予測は2002年に同黒字の対GDP比がわずかに低下すると見込んでいる。1998年以前は、財貨の貿易で収支がほぼ均衡していたが、サービス収支の多額の黒字によって経常収支全体では大幅な黒字を記録していた。しかし、サービスの輸出は輸送および旅行からの収入の減少によって1998年に大きく減少した。海外からの旅行者数は1997年の720万人から1998年には620万人へと減少し、中でもアジアからの旅行者数の減少が110万人と特に大きかった。しかし、この傾向は1999年に反転し、同年のアジアからの旅行者数は前年比11％増であった。2000年にもアジアからの旅行者数は前年比で11％増加し、2001年1～9月期の伸びも対前年同期比で同じ水準を維持している（Singapore, Department of Statistics, various years a, various years b）。

投資収支においても、いくつかの注目すべき傾向が見られる。第一に、隣国のマレーシアと同様、シンガポールには相対的に多額の直接投資が海外から流入しており、2000年時点でGDPの7％に達している（表10.1、表10.2）。第二に、1998年を例外として、近年シンガポール自身が多額の対外直接投資を行うようになっている。ただし、この対外直接投資の大部分は同国所在の外資系多国籍企業によって行われている（Low, Ramstetter, and Yeung 1998 を参照）。第三に、同国では対内、対外証券投資の双方が活発に行われており、近年では特に対外証券投資の規模が大きくなっている。第四に、その他投資の規模が対内、対外の双方でそれ以外の投資収支の項目と比べて極めて大きくなっている。この傾向は特に1990年代に顕著に見られるが、これはシンガポール・オフショア市場を通じて多額の資金が取引されていることを反映している。第五に、外貨準備増減等の項目が一貫して（外貨準備の蓄積を示す）マイナスを記録している。実際に、金融危機が表面化した1997年末においても同国は710億米ドルの外貨準備を保有しており、これは毎月の同国の輸入額もしくは対内証券投資の残高を数倍上回る数字である。同様に、同国の対外債務残高も近年極めて低い水準まで低下しており、1998年時点でGDPの約6分の1の規模に過ぎない。

先に述べたように、輸出総額で最大のウエイトを占めているのは特殊取扱品・再輸出であり、その大部分は再輸出である。そのシェアは1982～84年の41％から1990年に34％へと低下したが、その後上昇し、2001年1～10月期に46％に達した（表10.3）。また先に強調したように、機械製品の輸出も近年急速に増加しているが、その輸出総額に占めるシェアは2000年と2001年1～10月期に低下した。1980年代半ばまで機械製品輸出全体で最大のシェアを占めていたのはその他電気機器であったが、1980年代半ばから1998年にかけて事務用･電算機器のシェアが急速に上昇し、その後同輸出のシェアは幾分低下した。鉱物性燃料輸出のシェアは1982～98年にほぼ一貫して低下を続けたが、1999年以降原油価格の上昇を反映してややシェアを高めた。輸入においても機械製品輸入のシェアが近年圧倒的に大きく、そのシェアは1980年代初めの3分の1以下から1998～2001年には半分以上にまで上昇している。輸入においても、その他電気機器と事務用・電算機器が最大のウエイトを占めている。これら製品では多額の中継貿易が行われているだけでなく、多額の部品を輸入し、それらが組立て･加工され輸出されている。例えば再輸出の輸入に対する比率を計算すると、2000年時点でその他電気機器では58％、事務用･電算機器では53％、そして機械製品全体では53％に達する（Singapore, Trade Development Board 2001b）。対照的に、鉱物性燃料輸入のシェアは低下が著しく、1982年の34％から1998年には8％にまで低下し、その後2000年1～10月期に13％へと上昇した（表10.3）。その他製品の輸入も相対的に大きいが、その下位項目の中で2000～2001年に輸入総額の3％以上のシェアを占める品目はない。

表10.4の相手国別貿易データは表10.3の商品別貿易のデータと異なっているが、その理由は、シンガポールの貿易データが対インドネシア貿易の推計値を含んでいないのに対して、表10.4の数値はインドネシアの統計に基づく対インドネシア貿易の推計値を含んでいるからである（表7.4を参照）。1980年代初頭はこうした調整に伴う両データ間の差はやや大きかったが、最近ではかなり小さくなってきている。しかし、インドネシアのデータは対シンガポール貿易の範囲を過小評価していると考えられるので、表7.4でインドネシアのシェアは過小評価されている可能性がある。近年、シンガポールの輸出市場として隣国のマレーシアと米国および欧州工業国が最大のウエイトを占めている（表10.4）。1990年代半ばはマレーシアが最大の輸出市場であったが、そのシェアは1998年には急減し、その後増加に転じた。2000年と2001年1～10月期に、マレーシアは再び最大の輸出相手国となっている。対米輸出シェアも1980年代半ばから高水準を保っていたが、そのシェアは最近数年間に幾分低下した。他に1990年以降6％超のシェアを占める輸出市場は香港と日本だけである。輸入では、マレーシアと他の工業国、すなわち日本、欧州工業国、そして米国が最大の相手国である（表10.4）。日本を除くアジア各国を個別に見ると相対的に小さな貿易相手国であるに過ぎないが、それら諸国を合計すると貿易相手としてより重要な意味を持っている。

シンガポール経済は非常に豊かであり、経済援助を通じた資金流入がほとんどないため、公的資金流入額は非常に小さく、近年はマイナスに転じている（表10.4）。この資本流入のほとんどが日本からのものである。一方、同国は重要な金融センターであるため、海外銀行借入残高が非常に大きい。しかし、海外銀行が東南アジア向けの融資リスク削減に動いたことから、借入残高は1997年の2,050億米ドルから2001年半ばの870億米ドルへと著しく減少している。その多くは日本の銀行の貸付残高が減少したことによるものであり、借入残高総額に占める日本のシェアはピークである1992年の60％から2001年半ばの21％にまで低下している。逆に欧州のシェアは同時期に上昇している。他のほとんどの東南アジア諸国と同様、米国の占めるシェアは近年わずか2～4％に過ぎない。

日本の対シンガポール経常収支は大幅な黒字である。1998～99年の黒字は約60億米ドルに低下したが、95～97年には毎年130～140億米ドルの黒字を計上していた（表10.5）。この時期の貿易収支黒字は経常収支黒字とほぼ同額か、あるいはそれを上回っていた。1998～99年に日本の対シンガポール輸出が減少したため、日本の貿易収支と経常収支の黒字額が減少した。2000年の経常収支黒字は80億米ドルへとやや増加したものの、依然1995～97年の水準を大きく下回っている。他方、二国間のサービス収支と所得収支はよりバランスに近い状態にあるが、1998～2000年には特に所得収支において日本の赤字が増加している。サービス収支では、日本の受取の主たる部分は輸送およびその他営利業務からであり、日本の支払は主にこの二つと旅行から生じている。所得収支においては、証券投資収益とその他投資収益の二つが大きな割合を占めている。また、シンガポールに対する直接投資収益の受取項目は1998年まで多額のプラスであったが、1999～2000年にはマイナスに転じている。同様に、1999年まで日本はシンガポールに対して多額の直接投資を行っていたが、2000年には日本企業はシンガポールから資金を引き揚げている。日本の対シンガポール証券投資の資産はかなり低い数値であるのに対して、負債の絶対額はかなり大きい。また、その他投資、特に貸付・借入を通じて多額の資金が両国間を移動しているが、これは日本とシンガポールのオフショア市場の間で銀行間取引が活発に行われているからである。1999年には貸付・借入の負債項目で日本から多額の資金が流出し、資産項目では巨額の資金が流入している。前者は日本の居住者がこれまでシンガポールの居住者から借り入れた多額の資金を返済していることを、後者は日本の銀行が巨額の不良債権処理と同時に自己資本比率を改善することを狙って対外資産残高を大幅に削減していることを反映している。

シンガポールの世界全体に対する貿易と同様、日本に対する貿易においても機械製品が圧倒的に大きな割合を占めており、2000年時点で日本の対シンガポール輸出の68％、日本のシンガポールからの輸入の62％を占めている。機械製品貿易の内、日本の対シンガポール輸出では一般機械とその他電気機器が中心であるのに対して、輸入では事務用・電算機器とその他電気機器が大部分を占めている。また、日本の対シンガポール輸出においてはその他製品と化学製品も相対的に大きな品目であり、輸入では鉱物性燃料とその他製品のシェアが相対的に大きい。2002年1月13日、シンガポールのゴー･チョクトン首相と日本の小泉純一郎首相が日本－シンガポール新時代経済連携協定にサインした。この協定により、両国間の相互協力と貿易･投資の促進が期待される。
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